
意見書案第３号 

 

食料安全保障の確立のため、食料自給率の向上につながる 

取り組みの強化を求める意見書 

 

２０２２年度における日本の食料自給率は、カロリーベース（国民に供給さ

れる熱量に対する国内生産の割合）で３８％と諸外国の中でも低い水準となっ

ている。 

現行の食料・農業・農村基本法（以下、「基本法」という。）では、政府が

食料、農業及び農村に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、食料・

農業・農村基本計画を（以下、「基本計画」という。）定めることとされ、基

本計画には、食料自給率の目標を設定している。 

しかし、５次にわたる基本計画の見直しを行い、食料自給率の目標を引き上

げるとしてきたが、現時点で各目標は達成されていない状況である。 

こうした中、政府は、２０２４年の通常国会で基本法を見直し、新たな基本

法の制定を目指しているが、食料自給率を単なる一指標とし、これまでの位置

付けよりも格下げして、食料自給率の向上に対する責任を放棄しようとしてい

る。 

気候変動による食料生産量の減少等により、世界的な食料危機が発生し、今

後、日本の食料安全保障に影響を与える可能性があるため、国内生産を増大さ

せることが必要である。 

よって、国会及び政府においては、食料自給率の向上につながる取り組みを

強化するよう強く要望する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

 

令和５年（２０２３年）１２月１２日 

 

札幌市議会   
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